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“良い人間”を育むための条件や環境を整える課題

「“良い人間”を育むために必要な要素は何か」についての検討シート

小・中学生の規範意識（自尊心・利他心）
を示す数値が、全国平均を下回っている状況

小･中学生の学習意欲が全国平均を下回ってい
る状況

小・中学生の体力は平均並だが、特に女子の

運動習慣が二極化

“良い人間”を育むうえでの課題育みたい姿の要素

⑸

多様性・異質性に対する不寛容

学校の働き方改革が喫緊の課題

安心して学べる環境の整備

社会人・シニアの学びへのニーズの高まり

社会的自立力、社会への貢献力の低下

⑶

⑷

⑻

⑼

⑽

⑾

⑿

第２期奈良県教育振興大綱の策定に向けた検討・整理について 資料１
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知識

豊かな心（愛情・幸せ）

健全な身体

コミュニケーション

責任感

奈良への誇りと愛着

地域に貢献

グローバルに活躍

“良
い
人
間
”

を
育
む

「自分で
生きる力」
を持つ人

教育の究極の目的

良
い
人
間

と
は

育みたい姿

Ａ

Ｂ

Ｃ

⑴
自尊心（アイデンティティ・
自己実現・自分らしさ）

⑵ 利他心

⑹ 思考力

⑺ 意欲



課題の分類・分析・施策の方向性等についての検討シート

方向性

 奈良県版就学前教育プログラム「はばたくなら」の施設類型を超えた普及と実践
 地域の幼稚園・保育所・認定こども園と小学校が連携協働した円滑な接続の取組
推進

 教科としての道徳の授業実践と改善

 奈良県版就学前教育プログラム「はばたくなら」の施設類型を超えた普及と実践
 全国学力・学習状況調査結果の詳細分析を活用した授業の実践改善の推進
 子どもの実態を踏まえた個に応じた指導の充実
 子どもが主体的に取り組む授業の実践
 児童生徒が学び教員の指導力を高めるための学習系ネットワーク・情報端末の充実
 「奈良県教員等の資質向上に関する指標」等を活用した基礎的な資質・能力の確
実な修得

 新たな課題に対応した研修内容の充実、教職員の研修受講機会の多様化

○ 「はばたくなら」を活用した研修の実施
○県有施設を活用した就学前教育の実
践

○幼保小接続の取組の推進
○道徳の教科研究会を通じた授業実践
の積み上げ・改善

小・中学生の規範意
識（自尊心・利他心）
を示す数値が、全国
平均を下回っている
状況

小･中学生の学習意
欲が全国平均を下
回っている状況

○ 「はばたくなら」を活用した研修の実施
○全国学力・学習状況調査結果を踏まえ
た指導方法の改善と市町村への普及

○小学校と中学校の連携推進
○ アクティブ・ラーニングの視点に立った
授業において必要な機器等の整備促
進と授業の実践

○経験年数や職責に応じたスキル・力量
を高めるための研修等の支援

○ ICTの活用・普及（教員のスキルアッ
プ）

小・中学生の体力は
平均並だが、特に女
子の運動習慣が二
極化

 いじめの認知に関する学校間・教員間の意識のばらつきの解消に向けた対応
 奈良県いじめ防止基本方針の周知・徹底とスクールカウンセラー（ＳＣ）、スクール
ソーシャルワーカー（ＳＳＷ）などの外部専門家の一層の活用

 インクルーシブ教育システムの充実に向け、障害のある子どもが地域社会で活動で
きる取組の推進

 学校現場における外国人児童生徒等への日本語指導ニーズの増加を受けた、指
導・支援体制の充実と日本語指導の専門性を備えた教員の育成

 「人権教育の推進についての基本方針」に則り、新しい「人権教育推進プラン」に
沿った教育の推進

○奈良県いじめ防止基本方針に基づく取
組の徹底

○ SC・ＳＳＷを含めた教育相談体制等充
実

○ インクルーシブ教育システムの充実
○日本語指導に当たる巡回指導教員の
配置

○日本語指導の専門性を備えた教員の
育成

○新しい「人権教育推進プラン」に沿った
取組の徹底

○初任者等への人権教育機会の充実
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主な取組例課題 分析（解決に向け必要なこと）

就学前の段階からの子
どもに対する働きかけ

道徳教育の充実

就学前の段階からの子
どもに対する働きかけ

「主体的・対話的で深い
学び」の実現に向けた
授業改善

就学前の段階から継続
的な習慣づけ

運動習慣向上への取組
中学校の部活動の工夫

 奈良県版就学前教育プログラム「はばたくなら」の施設類型を超えた普及と実践
 小学生に対する運動習慣の向上への取組や中学生の運動部活動の活性化の推進
 競技力向上だけでなく、適度な頻度で友だちと楽しめる等、多様なニーズに応じた部
活動の推進

多様性・異質性に対
する不寛容

○ 「はばたくなら」を活用した研修の実施
○県有施設を活用した遊び・運動の体験
○体育・保健授業の質の向上
○多様なニーズに応じた部活動の推進

いじめ・不登校等への
対応

インクルーシブ教育の
推進

人権教育の充実

教
育
を
受
け
る
側
の
観
点

“良い人間”を育むうえでの
課題



方向性

 「学校の業務改善推進プラン」に基づく取組の実施
 統合型校務支援システムの導入等ＩＣＴ環境整備による教職員の負担軽減
 「奈良県教員等の資質向上に関する指標」等を活用した基礎的な資質・能力の確
実な修得

 新たな課題に対応した研修内容の充実、教職員の研修受講機会の多様化

 地域的特性を踏まえた、適切な安全教育・安全管理・児童生徒の安全確保対策の
実施

 学校施設の耐震化の速やかな実施と施設老朽化状況を踏まえた長寿命化対策の
推進

 幼児期から高等教育段階まで切れ目のない教育費の負担軽減
 様々な事情から私立学校を選択する児童生徒が安心して教育を受けられる支援
 学習系ネットワーク・情報端末の充実

○「学校の業務改善推進プラン」の
実行

○小・中学校を含めた県域統合型校務
支援システムの活用

○経験年数や職責に応じたスキル・力
量を高めるための研修等の支援

○ ICTの活用・普及（教員のスキルアッ
プ）

学校の働き方改革が
喫緊の課題

安心して学べる環境
の整備

○登下校の安全を含む通学園路の
安全確保対策の強化

○学校施設の耐震化・長寿命化の推進
○幼児教育・保育の無償化
○公私立高等学校等の就学支援
○高等教育の授業料等の負担軽減
○機器等の整備促進
○ｅポートフォリオの導入促進
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主な取組例課題 分析（解決に向け必要なこと）

教職員の負担軽減
教職員の資質向上

安心・安全な教育環境
の整備推進

教育を受ける権利を保
障する経済的支援

教育の質を高めるため
のＩＣＴ環境整備推進

 社会教育関係者の資質向上及びネットワークの構築
 県民の生涯学習の機会の拡充

○社会教育を担う人材の育成と市町村
間のネットワークの構築

○地域学校協働活動への参画推進
○県立の文化・学習施設における各種講
座の開催

○県立医大による各種講座の実施
○県立大学シニアカレッジの実施

社会人・シニアの学び
へのニーズの高まり

社会教育人材の育成
大学資源や県立の文
化・学習施設を活用し
た学習機会の提供

社会的自立力、社会
への貢献力の低下

キャリア教育・職業教
育の推進、実学的能力
の習得

地域社会に貢献する
人材・グローバル人材
の育成

社会の一員として生き
るための教育の推進

 中学生の職場体験、高校生のインターンシップのさらなる充実
 各学校段階において組織的・系統的にキャリア教育・職業教育を推進
 県立高等学校の普通科等における教育内容の特色化・多様化の推進
 持続可能な社会構築、情報化・グローバル化の進展の視点からの職業専門学科の
教育内容の充実

 国や郷土の歴史・文化等への理解・誇り・愛着を持ち、異なる価値観・文化等の理解
を深める教育

 地域課題を自ら発見・解決する学習を効果的に実施するカリキュラムの研究・開発の
推進

 Ｒ２年度開校の県立国際高等学校を核とした、海外留学や国際交流を促進するシス
テムを構築

 高等学校教育課程に新設される科目「公共」での具体的な授業実践を通じた社会
形成力の育成

 社会のルールの確実な習得、環境等の社会問題への関心・意識の向上に向けた積
極的な取組の推進

○各学校段階における教育内容の充実
○職場見学、職場体験、インターンシップ
○学芸員資格取得のための博物館実習
○長期インターンシップ・有給インターン
シップ等の実施

○専門教育の教育内容及び設備の充実
○ 「郷土学習の手引き」の活用
○県有施設を活用した歴史・郷土学習
支援

○外国語（英語）教育の充実
○県立国際高等学校（Ｒ２年度開校）を
核とした高度なグローバル人材育成

○税・選挙・消費者に関する授業
○環境（森林・河川等含む）教育の推進
○献血に関する意識の醸成

教
育
を
受
け
る
側
の
観
点

教
育
を
供
給
す
る
側
の
観
点
（
県
・教
員
側
）

“良い人間”を育むうえでの
課題

“良い人間”を育むための
条件や環境を整える課題



乳幼児期

課題ごとの施策の方向性と取組例の、ライフステージの観点での整理についての検討

学齢期（小･中学校） 学齢期（高等学校） 大学

取組例

○奈良県版就学前教育プログラム
「はばたくなら」の活用と普及

○就学前教育の施設類型を超えた
一体的な研修の支援

○幼保小接続の取組推進
○県有施設を活用した就学前教育
・「なら歴史芸術文化村」を活用
した芸術文化に親しむ体験
・「まほろば健康パーク」を活用
した遊び・運動の体験

取組例

○全国学力・学習状況調査結果を
活用した学力向上のための取組
推進

○社会に開かれた教育課程の実現
○小学校と中学校の連携推進
○外国語（英語）教育の充実
○ ＩＣＴ機器等を活用した教育活動
○不登校児童生徒の教育機会の
確保

○学ぶ意欲を伸ばす学習指導の
推進

○豊かな人間性を育む体験活動の
充実

○県有施設を活用した子ども向け
講座の実施、遊び・運動の体験

取組例

○県立高等学校適正化実施計画の
実施
「魅力と活力あるこれからの高校
づくり」のための
・学校再編
・教育内容の再編成
・教育環境の整備

○県立高等学校への専攻科の設置
○ アクティブ・ラーニングの視点に
立った授業において必要な機器
等の整備促進と授業の実践

取組例

○中期目標・中期計画に基づく県
大改革

○県立大学附属高等学校の設置
○ シニアカレッジの実施
○ キャンパス整備の推進

取組例

○中期目標・中期計画に基づく医
大改革

○ 「良き医療人」の育成
○ キャンパス整備の推進

取組例

○社会教育を担う人材の育成と市
町村間のネットワークの構築

○地域学校協働活動への参画
推進

○県立の文化・学習施設における
各種講座の開催
・図書情報館
・民俗博物館
・万葉文化館
・なら歴史芸術文化村

○県立大学シニアカレッジの実施

① 就学前教育

社会人・シニア

② 義務教育 ③ 高等学校教育 ④ 大学教育 ⑤ 社会教育・生涯学習

方向性

 奈良県版就学前教育プログラム
「はばたくなら」の施設類型を超え
た普及と実践

 地域の幼稚園・保育所・認定こども
園と小学校が連携協働した円滑な
接続の取組推進

方向性

 子どもの実態を踏まえた個に応じた
指導の充実

 子どもが主体的に取り組む授業の
実践、環境整備、いじめ防止・安全
確保等適切な学校運営の実行

 児童生徒が学び教員の指導力を
高めるための学習系ネットワーク・
情報端末の充実

就学前教育の充実 確かな学力を身に付け、学ぶ意欲
を伸ばし、豊かな人間性を育む教育
の充実

方向性

 生徒の多様なニーズに応えるため、
学科の特色化などを通じた多様な
学びの選択肢の提示

 県立高等学校適正化実施計画の
着実な実施を通した高等学校教育
の質の向上

 生徒が学び教員の指導力を高める
ための学習系ネットワーク・情報端
末の充実

方向性

 大学の知見を活かしたシンクタン
ク機能強化

 附属高等学校の設置による高度
な高大連携教育を通じた地域づ
くりに貢献できる人材育成

県立高等学校教育の充実 県立大学の教育の充実

方向性

 最高の医学と最善の医療を行う
「良き医療人」の育成

 県内基幹病院として地域医療の
充実への貢献

県立医大の教育の充実

方向性

 県民の生涯学習の機会の拡充
 社会教育関係者の資質向上及び
ネットワークの構築

生涯にわたる学びの推進
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１．ライフステージごとの基本的な施策
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学びへの意欲が高まる取組の強化
方 向 性

 奈良県版就学前教育プログラム「はばたくなら」の施設類型を超えた普及と実践
 子どもの実態を踏まえた個に応じた指導の充実
 子どもが主体的に取り組む授業の実践
 児童生徒が学び教員の指導力を高めるための学習系ネットワーク・情報端末の充実
 「奈良県教員等の資質向上に関する指標」等を活用した基礎的な資質・能力の確実な修得
 新たな課題に対応した研修内容の充実、教職員の研修受講機会の多様化

⑦ 学習意欲の向上

取 組 例

○ 全国学力・学習状況調査結果を活
用した学力向上のための取組推進

○ 小学校と中学校の連携推進

取 組 例

○ アクティブ・ラーニングの視点に立った授業において必要な機器等の整備促進と授
業の実践

○ 経験年数や職責に応じたスキル・力量を高めるための研修等の支援
○ ICTの活用・普及（教員のスキルアップ）

子どもの体力の向上と運動習慣の定着

方 向 性

 奈良県版就学前教育プログラム「はばたくなら」の施設類型を超えた普及と実践
 小学生に対する運動習慣の向上への取組や中学生の運動部活動の活性化の推進
 競技力向上だけでなく、適度な頻度で友だちと楽しめる等、多様なニーズに応じた部活動の推進

⑧ 健やかな体の育成

取 組 例

○ 県有施設を活用した遊び・運動の体験

取 組 例

○ 多様なニーズに応じた部活動の推進

子どもの自尊心や利他心を醸成させる働きかけ

方向性

 奈良県版就学前教育プログラム「はばたくなら」の施設類型を超えた普及と実践
 地域の幼稚園・保育所・認定こども園と小学校が連携協働した円滑な接続の取組推
進

 いじめの認知に関する学校間・教員間の意識のばらつきの解消に向けた対応
 奈良県いじめ防止基本方針の周知・徹底とスクールカウンセラーなどの外部専門家
の一層の活用

⑥ 規範意識の醸成

取 組 例

○ 「はばたくなら」を活用した研修の
実施

○ 県有施設を活用した就学前教育の
実践

○ 幼保小接続の取組の推進

取 組 例

○ 幼保小接続の取組の推進
○ 奈良県いじめ防止基本方針に基づ
く取組の徹底

○ SC・ＳＳＷを含めた教育相談体制等
の充実

取 組 例

○ 「はばたくなら」を活用した研修の
実施

○ 県有施設を活用した就学前教育の
実践

○ 幼保小接続の取組の推進

取 組 例

○ 体育・保健授業の質の向上

取 組 例

○ 体育・保健授業の質の向上

乳幼児期 学齢期（小･中学校） 学齢期（高等学校） 大学 社会人・シニア
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キャリア教育・職業教育・実学教育の推進と人材育成

方 向 性

 中学生の職場体験、高校生のインターンシップのさらなる充実
 各学校段階において組織的・系統的にキャリア教育・職業教育を推進
 県立高等学校の普通科等における教育内容の特色化・多様化の推進
 持続可能な社会構築、情報化・グローバル化の進展の視点からの職業専門学科の教育内容の充実
 国や郷土の歴史・文化等への理解・誇り・愛着を持ち、異なる価値観・文化等の理解を深める教育
 地域課題を自ら発見・解決する学習を効果的に実施するカリキュラムの研究・開発の推進
 Ｒ２年度開校の県立国際高等学校を核とした、海外留学や国際交流を促進するシステムを構築
 高等学校教育課程に新設される科目「公共」での具体的な授業実践を通じた社会形成力の育成
 社会のルールの確実な習得、環境等の社会問題への関心・意識の向上に向けた積極的な取組の推進

⑩ 社会で自立し貢献

取 組 例

○ 各学校段階における教育内容の充実
○ インターンシップの実施
○ 学芸員資格取得のための博物館実習

取 組 例

○ 職場見学、職場体験
○ 県有施設を活用した歴史・郷土
学習支援

取 組 例

○ 「郷土学習の手引き」の活用
○ 外国語（英語）教育の充実
○ 税・選挙・消費者に関する授業
○ 環境（森林・河川等含む）教育の推進
○ 献血に関する意識の醸成

取 組 例

○ 長期インターンシップ・有給インターン
シップ等の実施

○ 専門教育の教育内容及び設備の充実
○ 「郷土学習の手引き」の活用
○ 外国語（英語）教育の充実
○ 県立国際高等学校（Ｒ２年度開校）を核
とした高度なグローバル人材育成

生徒指導上の諸課題への取組徹底、インクルーシブ教育の推進、人権教育の推進

取 組 例

○ 奈良県いじめ防止基本方針に基づく取組の徹底
○ SC・ＳＳＷを含めた教育相談体制等充実
○ インクルーシブ教育システムの充実
○ 日本語指導に当たる巡回指導教員の配置
○ 日本語指導の専門性を備えた教員の育成
○ 新しい「人権教育推進プラン」に沿った取組の徹底
○ 初任者等への人権教育機会の充実

方向性

 いじめの認知に関する学校間・教員間の意識のばらつきの解消に向けた対応
 奈良県いじめ防止基本方針の周知・徹底とスクールカウンセラーなどの外部専門家の一層の活用
 インクルーシブ教育システムの充実に向け、障害のある子どもが地域社会で活動できる取組の推進
 学校現場における外国人児童生徒等への日本語指導ニーズの増加を受けた、指導・支援体制の充実と日本語指導の専門性を備えた教員の育成
 「人権教育の推進についての基本方針」に則り、新しい「人権教育推進プラン」に沿った教育の推進

⑨ 多様な在り方を認め合い、排除しない意識の醸成

乳幼児期 学齢期（小･中学校） 学齢期（高等学校） 大学 社会人・シニア



7

安全確保・経済的支援・ＩＣＴ環境

方 向 性

 地域的特性を踏まえた、適切な安全教育・安全管理・児童生徒の安全確保対策の実施
 学校施設の耐震化の速やかな実施と施設老朽化状況を踏まえた長寿命化対策の推進
 幼児期から高等教育段階まで切れ目のない教育費の負担軽減
 様々な事情から私立学校を選択する児童生徒が安心して教育を受けられる支援
 児童生徒が学び教員の指導力を高めるための学習系ネットワーク・情報端末の充実

取 組 例

○ 幼児教育・保育の無償化

⑫ 安心して学べる教育環境の整備確保

取 組 例

○ 高等教育の授業料等の負担軽減

取 組 例

○ 公私立高等学校等の就学支援

取組例

○ アクティブ・ラーニングの視点に立った授業において必要な機器等の整備促進
○ ｅポートフォリオの導入促進
○ 学校施設の耐震化・長寿命化の推進

取 組 例

○ 登下校の安全を含む通学園路の安全確保対策の強化
○ 学校施設の耐震化・長寿命化の推進

教職員の負担軽減と資質向上

方 向 性

 「学校の業務改善推進プラン」に基づく取組の実施
 統合型校務支援システムの導入等ＩＣＴ環境整備による教職員の負担軽減
 「奈良県教員等の資質向上に関する指標」等を活用した基礎的な資質・能力の確実な修得
 新たな課題に対応した研修内容の充実、教職員の研修受講機会の多様化

⑪ 学校における働き方改革

取 組 例

○ 「学校の業務改善推進プラン」の実行
○ 小・中学校を含めた県域統合型校務支援システムの活用

取 組 例

○ 経験年数や職責に応じたスキル・力量を高めるための研修等の支援
○ ICTの活用・普及（教員のスキルアップ）

乳幼児期 学齢期（小･中学校） 学齢期（高等学校） 大学 社会人・シニア



第２期奈良県教育振興大綱について

（１）策定根拠
地方教育行政の組織及び運営に関する法律 第１条の３第１項

地方公共団体の長は、教育基本法第１７条第１項に規定する
基本的な方針を参酌し、その地域の実情に応じ、当該地方公共
団体の教育・・（略）・・の振興に関する総合的な施策を定め
るものとする。

（２）大綱の定義
大綱は、地方公共団体の教育の振興に関する総合的な施策に

ついて、その目標や根本となる方針を定めるもの

参考

３．第２期大綱の策定及び施策遂行の考え方

○県は本県の教育全体を牽引

○県の他分野の施策に含まれる教育・学習関連施策を含めた
体系整理
・幅広に、あらゆる施策を教育の視点で整理
・政策分野間の連携と役割の認識共有により最も効果的に
施策を推進

○市町村その他の主体の取組に対する県の協力・支援

○実施主体間の議論・協働による効果的な取組の推進

○各立場を認識し、より主体的・積極的に事業を遂行

ライフステージを例にした教育施策のとらえ方

※左から右へ、ライフステージが進む

学校（園）＜公立・私立＞
（幼→小→中→高→専・各・短大・大→院）

生涯学習

リカレント教育

教育施策

学び直し
家庭

地域

就職
支援

子育て
就労

保育

２．第２期大綱策定のプロセス

①第１期大綱の検証（分析・評価）
１５項目の「施策の方向性」ごとに、
○教育に関する定性的な動きの把握
○定量的な統計データの確認
○今後取り組むべき課題・施策等の整理

②課題をカテゴライズして集約整理し、整理した課題ごとに、
今後取り組むべき施策の方向性と主な取組例を検討

③第２期大綱の施策体系を構築

④各方面からの意見聴取

奈良県は、教育の振興に関する施策の根幹となる方針を明示し、教育現場をはじめとする関係者の理解を得ながら効果的に教育施策を推進していくため、第２期
奈良県教育振興大綱を策定。
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１．教育振興大綱の法的位置付け

☆第２期大綱の対象期間 令和２(2020)年度～令和６(2024)年度


